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研究要旨 
不登校や自傷・自殺リスクの増大、摂食障害の重症化など、児童・思春期におけるメン
タルヘルスの課題は多様化かつ深刻化しており、専門医療に対する社会的ニーズは著し
く超過している。しかしながら、専門医をはじめとする医療資源の絶対的不足と地域偏
在に起因し、初診待機期間の長期化が全国的な課題となっている。この構造的ボトルネ
ックを解決するためには、医師単独の診療モデルから脱却し、各専門職が高度な専門性
を発揮して協働するチーム医療の標準化が不可欠である。児童・思春期精神医療の現場
においては、施設規模や人的構成の地域格差が著しく、また医療・福祉・教育の各機関
が異なる支援パラダイムを有しているため、現場の「連携」は個人の経験則や裁量に依
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存し、形骸化あるいはコンフリクトを生じやすい環境にあった。本研究班は、主任研究
班として全分担研究班の成果を統括・統合し、全国のいかなる医療提供体制で あっても
応用可能な、エビデンスに基づく「多職種連携推進マニュアル（MENTOR）」を策定・
完成させることを目的とした。各職種が担うべき具体的業務の境界線を明確化し、情報
共有のインフラとなるカンファレンスプロトコルを構造化・制度化することにより、チ
ーム医療の質を標準化することを重視した。さらに、策定された指針が臨床現場に定着
するよう、マルチメディア教材を用いた研修システムの開発を同時に行い、実効性の高
い社会実装の基盤を構築することを最終的な目的とした。 

 
A. 研究目的 

不登校や自傷・自殺リスクの増 大、摂
食障害の重症化など、児童・思春期に
おけるメンタルヘルスの課題は 多様化
かつ深刻化しており、専門医療 に対す
る社会的ニーズは著しく超過して いる。
しかしながら、専門医をはじめ とする
医療資源の絶対的不足と地域偏 在に起
因し、初診待機期間の長期化が 全国的
な課題となっている。この構造的ボト
ルネックを解決するためには、 医師単
独の診療モデルから脱却し、各 専門職
が高度な専門性を発揮して協働 するチ
ーム医療の標準化が不可欠であ る。児
童・思春期精神医療の現場にお いては、
施設規模や人的構成の地域格差 が著し
く、また医療・福祉・教育の各 機関が
異なる支援パラダイムを有しているた
め、現場の「連携」は個人の経 験則や
裁量に依存し、形骸化あるいは コンフ
リクトを生じやすい環境にあっ た。本
研究班は、主任研究班として全 分担研
究班の成果を統括・統合し、全 国のい
かなる医療提供体制であっても応用可
能な、エビデンスに基づく「多 職種連
携推進マニュアル（MENTOR）」を策
定・完成させることを目的とし た。各

職種が担うべき具体的業務の境 界線を
明確化し、情報共有のインフラ となる
カンファレンスプロトコルを構 造化・
制度化することにより、チーム 医療の
質を標準化することを重視した 。さら
に、策定された指針が臨床現場 に定着
するよう、マルチメディア教材（ショ
ート動画）を用いた研修システムの開
発を同時に行い、実効性の高い 社会実
装の基盤を構築することを最終 的な目
的とした。 
 

B. 研究方法 
本研究は、国立健康危機管理研究機構 国立
国府台医療センターを中核拠点とし、全国
児童青年精神科医療施設協議会（全児協）
および日本児童青年精神科・診療所連絡協
議会（JaSCAP-C）会員施設、関係学会の
全面的な協力を得て、3 年間にわたる段階
的なコンセンサス形成研究および実装教材
開発として遂行された。各年度の詳細な研
究実務プロセスは以下の通りである。 
1. 令和 5 年度：国内外の広範な文献レビュ
ー、概念整理、およびマニュアル基礎骨子
の構築 
初年度は、児童・思春期精神医療における
多職種連携、および医療・福祉・教育間の
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ネットワーク連携に関する国内外の既存マ
ニュアル、ガイドライン、学術文献の悉皆
的なレビューを実施した。臨床現場におけ
るコミュニケーション不全の本質的な要因
を質的に分析した結果、「病院・診療所内
における多職種協働（院内多職種連携）」
と「児童相談所・学校・子ども家庭センタ
ー等の外部機関との多機関協働（外部地域
連携）」の定義が実務者間で混同され、会
議体の目的や役割分担に混乱を招いている
実態を特定した。これを受け、双方の領域
を明確に峻別し、混同を回避するための概
念的フレームワークを構築した。  
同時に、他の 4 つの分担研究班（奥野班、
原田班、大重班、山本班）の調査設問設計
や評価指標の選定に緊密に立ち会い、最終
的に本マニュアルへ実装・反映すべき定量
的・定性的実証データ（診療所の加算取得
動向、病棟プログラムの関与実態、児童相
談所側が抱く困難感、退院患者・保護者の
満足度規定因子）がシームレスに統合・エ
ビデンス化できるよう全体の整合性を調整
し、初診から外来・入院治療、退院・地域
移行に至る一貫した支援の流れを示すマニ
ュアルの基礎骨子を構築した。 
2. 令和 6 年度：分担研究エビデンスの統合、
マニュアル「ドラフト版」の策定 
各分担研究班から集約された複数領域の実
証データを詳細に統合した。これに基づき、
チームが共有すべき最上位の価値観を明記
した「理念編」、具体的業務のタスクシフ
ティングを規定する「実践編」、職種ごと
のコアアクションを定義する「職種別編」
の 3 部からなる多職種連携推進マニュアル
のドラフト版（骨子案）を策定した。理念
編においては、すべての専門職が共有すべ

き上位理念として「子ども中心の支援」お
よび「子どもの育ち・学習権の保障」を明
示し、多職種間のベクトルの統一を図った。
策定されたドラフト版の臨床現場における
実現可能性および実用性を客観的に検証す
るため、全児協および JaSCAP-C の全会員
施設、さらに関係学会に対して Word ファ
イルおよび Notion（Web 閲覧システム）
の形式で内容を広く公開した。全国の多様
な規模の医療機関から、記載の具体性、運
用のハードル、人的リソースの地域格差に
関するフィードバックやパブリックコメン
トを悉皆的に収集し、地域差やマンパワー
の限界に関する課題を定性的にデータベー
ス化した。 
 
令和 7 年度：多職種コンセンサス形成研究
の遂行、対象職種の拡張、およびマルチメ
ディア研修教材の開発 
3 年間で計 9 回（各年度 3 回開催。直近で
は 2025 年 5 月 23 日、10 月 4 日、2026 年
1 月 23 日）にわたり、主任研究班が中核と
なり各分担研究者、実務家、厚生労働省担
当官を交えた厳密な最終コンセンサス形成
研究会議を開催した。全国から寄せられた
「マンパワーや施設規模の地域格差が著し
く、画一的な手続きを強制されると現場の
運用が破綻する」という切実なフィードバ
ックに対し、板垣班はマニュアルの設計思
想を「一律の手続きの強制」から「柔軟な
余白を残した汎用指針」へと大きく変更す
る重要な判断を下した。さらに、山本班の
退院患者当事者満足度要因分析（スピアマ
ンの順位相関分析）において、児童本人の
主観的満足度を牽引する決定的因子が医学
的治療ではなく「病棟レクリエーション」
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や「院内学級の利用」といった日常性の保
障であるという統計学的エビデンスが示さ
れたことを受け、マニュアルの対象職種を
医療 5 職種から「保育士」および「院内学
級教員」へと正式に拡張収載する合意を形
成し、最終完成版を確定させた。また、単
なる冊子の配付による形骸化を防止し社会
実装を確実にするため、マニュアルに完全
準拠した 1〜2 分程度の現場研修用ショー
ト動画コンテンツを複数本制作した。過重
労働下にある医療現場のスタッフが、日々
のカンファレンス直前や新任者教育、ある
いは多職種合同ワークショップの場で、誌
面内の二次元コードから Web 上で即時オン
デマンド視聴・活用できるマルチメディア
実装基盤を確立した。 

 
C. 研究結果 
3 年間にわたる段階的なコンセンサス形成
研究およびエビデンスの統合プロセスの完
遂により、全国の児童・思春期精神医療施
設において標準実装可能な多職種連携推進
マニュアル「MENTOR」およびそのマル
チメディア支援教材システムが完成した。
抽出された具体的な開発成果およびプロト
コルの詳細は以下の通りである。 
 
1. マニュアル「MENTOR」の構造定義と
「余白」の汎用設計 
完成した最終版マニュアルは、「第 1 章：
理念編（子ども中心の支援と育ちの保障）」
「第 2 章：職種別コアアクション・チェッ
クリスト」「第 3 章：連携カンファレン
ス・実施プロトコル」「第 4 章：緊急時対
応と倫理的配慮（情報共有の基準）」の 4
章構成として構造化された。  

日本の児童精神科医療提供体制に内在する
極めて激しい人的資源格差・施設規模格差
に適応させるため、本マニュアルは画一的
な手続きの強制を完全に排除した。各施設
の現有戦力やスタッフ配置に応じて、実務
を「自職種が必ず担うべき必須項目）」と
「チームとして担うことが推奨される項目」
に仕分けしてカスタマイズできる柔軟なチ
ェックリスト形式（余白を残した設計）と
して完成させた。 
 
2. 対象職種の確定 
当初想定していた基本の医療 5 職種（医師、
看護師、公認心理師、精神保健福祉士、作
業療法士）に限定せず、入院児童本人 の
QOL（生活の質）維持に直結する専門職
として、「保育士」および「院内学級教員
（教員）」をマニュアルの対象職種として
公式に拡張収載した。チェックリスト内に
おいて、各専門職が果たすべきコアアクシ
ョンを以下のように厳密に定義した。 
• 児童精神科医（主治医）： 包括的初期

評価、迅速なトリアージ、治療計画・
薬物療法の意図の明示、チームの 統
括・リード。 

• 看護師： 安心・安全な療養環境整備、
動的な行動観察とタイムリーな共有、
生活リズム形成支援、社会復帰（外泊
訓練等）への架け橋。 

• 公認心理師： 各種心理アセスメント、
発 達 ・ 特 性 に 応 じ た 心 理 療 法
（CBT・遊戯療法等）、保護者への相
談支援（ペアトレ等）、専門知見の言
語化。 

• 精神保健福祉士（PSW）： 家族の福祉
的課題の抽出、関係機関（児童相談所
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等）との広範な連絡調整、権利擁護、
社会資源の開拓、地域移行支援。 

• 作業療法士（OT）： 非言語的な創作
作業を通じた自己効力感の育成、ルー
ル遵守等の社会性訓練（SST）。 

• 保育士： 閉鎖環境における集団遊び
を通じた日常性の保障、微細な心理的
変化の抽出、発達に合わせた養育環境
の再現。 

• 院内学級教員： 入院中における学習
権の完全な保障、学業遅滞に対する焦
燥感の低減、専門知見の学校側への分
かりやすいトランスレーション。 

•  
3. カンファレンスの実施プロトコル 
原田班が指摘した分業化に伴う「情報の分
断化」を構造的に回避するため、情報共有
のインフラとなる連携カンファレンスを構
造化し、その目的と必須参加メンバーを明
確に規定した。 
• 初診カンファレンス： 目的は多面的

な初期評価を共有し、最優先で介入す
べき臨床課題の同定、および職種間の
初動の役割分担を決定する。必須参加
メンバー：医師、心理、PSW、看護。 

• 定期・病棟カンファレンス： 頻度は週
1 回以上。目的は治療計画の進捗確認、
新たなリスクの再評価、各職種の視点
（目標・感想用紙等）の統合、介入方
針の柔軟なブラッシュアップ。必須参
加メンバー：医師、看護、心理、OT、
PSW（保育士・教員は必要に応じて
参加）。 

• 退 院 前 カ ン フ ァ レ ン ス ： 目 的 は 家
庭・学校環境の受け入れ態勢を整え、
退院後の地域生活への円滑な移行を確

実にする。 
• 地域連携会議： 目的は外部の関係機

関（学校、児童相談所等）のキーパー
ソンと一堂に会し、長期的な支援方針
の認識を完全に一致させる。 

 
4. 有事における「迅速多職種カンファレン
ス」運用の創設 
大重班の大規模調査によって定量化された、
医療側と外部機関（特に児童相談所）との
間に内在する「アセスメント基準の乖離」
や「意思決定プロセスの非互換性（トップ
ダウンと合議制のズレ）」を構造的に突破
するため、特命プロトコルとして「迅速多
職種カンファレンス」の動的運用を新たに
明文化した。虐待の発覚、急性自傷・他害
行為、激しい行動逸脱など、子どもの生
命・安全に関わる有事のリスク発生時には、
定期の会議を待たずに任意のスタッフが即
時起案し、その場に集まれる職種（最少人
数でも可）のみで、15〜30 分という極め
て短時間で臨時に開催する。この会議体に
おいて、①情報の迅速な一元集約、②安全
確保のための直ちに行うべき役割分担、③
児童相談所等の地域資源への法的通告（児
童虐待防止法第 6 条に基づく通告）の要否、
をその場で即座にトリアージ・決断する動
的プロトコルを規定した。共有範囲を治
療・支援に必要な必要最小限に限定し、事
前同意を原則とする倫理基準も同時に収載
した。 
 
5. 制度的陳腐化回避設計と教材実装 
数年ごとの改定で頻繁に点数や要件が変動
する診療報酬制度の特性を考慮し、具体的
な加算点数や施設基準（通院患者の 50%以
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上が 16 歳未満であること等の要件）をマ
ニュアル本文から完全に切り離し、別添資
料や注釈に分離整理する実務的配慮（陳腐
化回避設計）を施した。また、文字情報だ
けによる現場の形骸化・離脱を回避するた
め、マニュアルの各章（迅速カンファレン
スの動かし方、各職種のコアアクション等）
に対応した 1〜2 分程度の現場研修用ショ
ート動画コンテンツを完成させ、誌面内の
二次元コードを介してインターネット上で
即時視聴できるシステムを確立した。 
 
 
D. 考察 
研究班が 3 年間の研究の集大成として完成
させたマニュアル「MENTOR」は、日本
の児童・思春期精神医療が長年抱えてきた
「施設間格差」と「組織間コンフリクト」
という二大構造的課題に対する、極めて高
度に実用主義的な解答である。客観的な学
術的観点からその臨床的意義について考察
する。 
 
1. 標準化と汎用性の背反を克服する「余白
の設計」の妥当性 
医療の質を一定に保つための「標準化」と、
個々の現場の実情に適応させるための「汎
用性」は、ガイドライン策定においてしば
しば背反する。我が国の児童精神科医療イ
ンフラは、資源の潤沢な国公立センターか
ら、少人数で運営される街の診療所に至る
まで、人的資源の格差が極めて激しい。本
研究において、当初の方針であった「画一
的な手続きの強制」を排除し、各施設が自
座の資源に応じて必須業務と推奨業務を選
定できる「柔軟な余白を残した汎用指針」

へと設計を変更した判断は、社会実装の現
実性を担保する上で極めて妥当な選択であ
った。一律の厳格なルールは、資源の乏し
い地方施設におけるマニュアルの遵守を不
可能にさせ、チーム医療の普及そのものを
頓挫させるリスクがある。手続きに人的格
差を認め、現有戦力に応じた適用を許容す
る本設計は、我が国の多様な医療インフラ
の現実に即した極めて実用的なアプローチ
であり、今後の医療政策における標準化ガ
イドラインのあり方に重要な知見を与える
ものである。 
 
2. カンファレンス構造化による動的統合と
情報分断の回避 
原田班の実証研究が指摘した通り、専門性
に基づく業務の分業化（プログラム担当制
等）を推進することは、同時に各職種間で
の「情報の分断化」という副作用を必然的
に伴う。電子カルテの文字記録のみでは、
児童の微細な表情の変化や集団内でのダイ
ナミズムをチーム全体で完全に対称化する
ことは不可能である。「MENTOR」におい
て、週 1 回以上の「定期・病棟カンファレ
ンス」を厳密に構造化・プロトコル化した
ことは、各専門職が個別に切り取った児童
の断片的な姿を、再び一つの「全体像」と
して動的に統合するプラットフォームをシ
ステムとして保障した意味で極めて臨床的
価値が高い。分業化というタスクシフティ
ングを進める際には、それを高頻度で統合
する情報共有システムをセットで導入しな
ければならないという原則を、マニュアル
の構造として具現化したものである。 
 
3. 多職種カンファレンスによる組織間意思
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決定プロセス 
大重班の全国調査によって定量化された、
医療側と外部機関（特に児童相談所）との
間に内在する「アセスメント基準の乖離」
や「意思決定プロセス課題（トップダウン
と合議制のズレ）」に対し、マニュアル内
に「迅速多職種カンファレンス」の動的プ
ロトコルを明文化した意義は極めて大きい。
福祉側が緊急の保護を求め、医療側が医学
的治療対象外として拒絶する有事のコンフ
リクトにおいて、あるいは児童虐待事案で
保護者の同意が得られないグレーゾーンの
手続きにおいて、定期会議を待つ場当たり
的な対応は連携を致命的に停滞させる。15
〜30 分という超短時間で、その場にいるス
タッフのみでトリアージと安全確保の決断
を下す動的プロトコルは、医療現場の硬直
化したヒエラルキーを一時的に解除し、チ
ームの臨床的反応性を最大化する。これに
より、「医師によるトップダウン」と「行
政の合議制」という組織プロセスの違いに
よる遅れを構造的に突破し、子どもの安全
確保に向けた迅速な外部連携（児童相談所
への法的通告や役割分担）への移行を可能
にする。 
 
4. 対象職種の拡張と持続可能な社会実装 
マニュアルの対象職種を従来の医療 5 職種
から「保育士」および「院内学級教員」へ
と拡張した判断は、山本班の当事者満足度
要因分析（児童本人が満足度の源泉として
医学的治療ではなくレクリエーションや院
内学級での学びを重視しているという統計
学的エビデンス）の結果と完全にシンクロ
する、本研究の臨床的妥当性を最も強固に
する要素である。「子ども中心の支援」と

いう理念を表面的なスローガンにと どめず、
日常性の保障を担う保育士や教員の職種別
チェックリストを独立して収載したことは、
チーム医療のシステムとして機能 的に組み
込まれたことを意味している。医学的管理
を担う職種と日常の育ちを支える職種が、
対等なチームメンバーとしてコアアクショ
ンを共有し合うことの妥当性が示された。
さらに、頻繁な診療報酬改定による内容の
陳腐化を予測して算定要件を本文から分離
した実務的設計、および文字媒体からの離
脱を防ぐため動画コンテンツを実装したマ
ルチメディア e ラーニングシステムの構築
は、多忙を極める臨床現場における新任者
教育やワークショップにおいてマニュアル
を「動的に消費・活用させる」ための優れ
た社会実装モデルであり、今後の医療ガイ
ドライン普及の先進的なロールモデルにな
り得ると結論づけられる。 
 
E. 結論 
3 年間にわたる主任研究および各分担研究
班のエビデンス統合を通じて策定された
「児童・思春期精神医療における多職種連
携の推進マニュアル（MENTOR）」は、曖
昧であった「多職種連携」という概念に、
確固たる構造、動的なプロトコル、および
持続可能な社会実装の実効性を与えた。完
成したマニュアルおよび連動するショート
動画教材システムは、各専門職の専門性を
最大化する「分業の指針」であると同時に、
それらをカンファレンスを通じて一人の子
どもの確実な回復と社会復帰へと昇華させ
る「統合の指針」でもある。施設間の人的
資源格差を許容する柔軟な設計と、有事の
危機管理に対応する迅速カンファレンスの
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明文化は、臨床現場における実践力を飛躍
的に高めるものである。今後は、本研究で
構築されたマルチメディア実装基盤を活用
しながら、本マニュアルを全国の医療機関、
さらには児童相談所や教育現場の初任者研
修や公式ガイドラインへと広く浸透させ、
我が国のすべての子どもたちのメンタルヘ
ルスと育ちを包括的かつシームレスに支え
る社会的共通資本として定着させていくこ
とが最大の課題であり、同時に次の時代の
重要な使命である。 
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